
保安料を航空会社から徴収している。ただし、東京国際空港を離陸する国際線については、

保安料を徴収しないこととしている。しかし、空港保安対策は、国が管理するいずれの空港

においても実施されているのであるから、空港の別や国際線、国内線の別を問わず、受益者

負担の公平性の観点から統一的に保安料を設定する必要があると認められた。

したがって、国土交通省において、保安料設定の趣旨に沿って、東京国際空港を離陸する

国際線に係る保安料を徴収することとするよう、国土交通大臣に対して平成 22年 9月に、

会計検査院法第 36条の規定により意見を表示した。

2 当局の処置状況

本院は、国土交通本省において、その後の処置状況について会計実地検査を行った。

検査の結果、国土交通省は、本院指摘の趣旨に沿い、東京国際空港を離陸する国際線に係

る保安料を徴収するよう関係機関との間で調整を行っており、その調整が整い次第、告示の

改正等、所要の措置を講ずることとしている。

（10） 公営住宅における高額所得者等に対する明渡しの促進等の措置の実施について

（平成 21年度決算検査報告 658ページ参照）

1 本院が表示した意見

公営住宅は、住宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸等することを目的とし

て整備されるものである。しかし、公営住宅を管理している事業主体において、明渡請求を

猶予すべき特別の事情がない高額所得者に対して明渡請求を行っていなかったり、連続して

認定を受けている収入超過者に対して公的資金により整備された住宅等のあっせんを行って

いなかったりなどしている事態が見受けられた。

したがって、国土交通省において、事業主体に対して高額所得者等に対する明渡請求等の

措置の実施状況やこれらの明渡しの促進等の措置を講じたことによる明渡実績等を定期的に

報告させるとともに、その報告内容や措置が十分に実施されていないと認められる事業主体

を公表したり、当該事業主体に対して適切に措置を実施するよう技術的な助言を行ったりす

るなどして、法令等に定める措置の確実な実施を促すよう、国土交通大臣に対して平成 22

年 10月に、会計検査院法第 36条の規定により意見を表示した。

2 当局の処置状況

本院は、国土交通本省において、その後の処置状況について会計実地検査を行った。

検査の結果、国土交通省は、本院指摘の趣旨に沿い、22年 12月に都道府県等に通知を発

するなどして、高額所得者等に対する明渡しの促進等の措置を適切に実施し、公営住宅の管

理を適正に行うよう各事業主体に対して周知徹底するとともに、措置の実施状況等の調査を

定期的に実施し報告させることとする処置を講じていた。また、23年 3月に高額所得者等

に対する明渡しの促進等の措置の実施状況について調査を実施するとともに、その報告内容

により、同年 6月に、都道府県等に事務連絡を発するなどして、措置が十分に実施されてい

ないと認められる事業主体に対して、適切に措置を実施するよう措置に係る留意事項等につ

いて技術的な助言を行う処置を講じていた。

そして、高額所得者等に対する明渡しの促進等の措置が十分に実施されていないと認めら

れる事業主体の公表については、次回の調査から行うこととしている。
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